
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
赤外線誘導による飛しょう体から航空機を防御する点火装置と発光剤と該発光剤を燃焼さ
せるためのケースと燃焼によって生じた赤外線放射生成物を放出する排気装置と飛しょう
安定翼から成る赤外線発光装置において、該排気装置の排気口の開口角が５０°以上で且
つ空気取り入れ孔を有し 部材を排気口の後部に備えたことを特
徴とする高赤外線放射機能を有する発光装置。
【請求項２】
赤外線誘導による飛しょう体から航空機を防御する点火装置と発光剤と該発光剤を燃焼さ
せるためのケースと燃焼によって生じた赤外線放射生成物を放出する排気装置と飛しょう
安定翼から成る赤外線発光装置において、該排気装置の排気口の開口角が５０°以上で且
つ排気口後部にプルーム形状制御用の整流器を備えたことを特徴とする高赤外線放射機能
を有する発光装置。
【請求項３】
赤外線誘導による飛しょう体から航空機を防御する点火装置と発光剤と該発光剤を燃焼さ
せるためのケースと燃焼によって生じた赤外線放射生成物を放出する排気装置と飛しょう
安定翼から成る赤外線発光装置において、該排気装置の排気口の開口角が５０°以上で且
つ空気取り入れ孔を有し 部材を排気口の後部に備え、さらにそ
の後部にプルーム形状制御用の整流器を備えたことを特徴とする高赤外線放射機能を有す
る発光装置。
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【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は航空機の飛行中において、他の航空機等の赤外線誘導飛しょう体から追尾を受け
た際に、自己の航空機を防御するために放出される赤外線発光装置に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
従来の赤外線発光装置は、図１０に示すように筒状のケース６と、発光剤７と、発光剤を
燃焼させるための点火装置８と、発光剤の燃焼により発生する火炎を放出する排気装置１
（推進ノズル兼火炎放出口２）及び飛しょう安定翼９から構成される。また、その火炎か
ら効率的な赤外線を放射させるための技術として、上記排気装置の推進ノズルと火炎放出
口が別々に設けられ、発光剤の燃焼により発生する火炎を１個又は複数個の推進ノズル及
び複数個の火炎放出口から放出するものがある。尚、推進ノズル及び火炎放出口は火炎温
度を低下させないため、単純な円筒状の孔が好ましいとされている（特開２０００－２８
２９９）。さらに、プルームを増強するために火炎放出口を円錐台の形状にしたものも開
示されている（Ｕｎｉｔｅｄ　Ｓｔａｔｅｓ　Ｐａｔｅｎｔ　Ｎｕｍｂｅｒ：５，６１０
，３６４）。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
上記特開２０００－２８２９９によれば、排気装置は円筒状のノズルが好ましいとされて
いる。この事を確認するために、本発明者は排気装置の排気口の開口角（図１０の１０）
をロケット推進ノズルの最適膨張とされる２４°と、排気装置の開口角９０°及び１８０
°（円筒状）で実施した。その結果、排気装置の開口角を大きくすることでＣＯ、Ｈ等の
再燃焼による２次燃焼効果が得られ、赤外線放射強度が増大することが確認された。また
、特に開口角５０°以上で顕著に赤外線放射強度の増大が認められた。
【０００４】
しかしながら、上記のような排気装置では、赤外線放射生成物が放出口から一気に大気に
開放されるため、放出された赤外線放射生成物で形成されるプルームの温度は急激に下が
ることになる。そのため、赤外線の放射量は低下してしまい欺瞞効果が劣ることとなる。
【０００５】
本発明は、この２次燃焼効果を更に高めて、より効率的に高赤外線を放射することができ
、欺瞞効果を高めた発光装置を提供することを目的とする。
【０００６】
更に、従来の排気装置で放出される赤外線生成物から形成されるプルームは、航空機のプ
ルームと同様細長い三角形の形状となっているが、得られる赤外線放射強度の分布は航空
機のプルームとは異なり、真後から見た方向を０°、真横から見た方向を９０°とした場
合、航空機のプルームは全視野角にわたってほぼ一定の放射強度を示すのに対し、従来排
気装置での放射強度は０°方向は小さく９０°方向になるにつれ大きくなっている。すな
わち、プルーム形状は真横から見たとき楕円形で真後から見たときその短径が見えるが、
従来の排気装置では短径の小さい楕円形状となる。本発明は、プルームの形状、大きさを
任意に変化させることにより、航空機と同特性の放射強度を得て且つ赤外線放射量の大き
い高赤外線を放射させ、より欺瞞効果が発揮できる高赤外線放射機能を有する発光装置を
提供することを目的とする。
【０００７】
【課題を解決するための手段】
本発明者は、上記課題を解決するため鋭意検討を行った結果、前記２次燃焼効果を高める
には、排気装置内において排気口の後部に空気取り入れ孔を有し、燃焼ガスに空気を混合
する部材を設けることが有効であること、また、プルームの形状についてはこれを制御す
る整流器を排気口の後部に設けることが航空機のプルームにより近似させるのに有効であ
ることを知見し、本発明をなすに至った。
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【０００８】
　即ち、第１の発明は、赤外線誘導による飛しょう体から航空機を防御する点火装置と発
光剤と該発光剤を燃焼させるためのケースと燃焼によって生じた赤外線放射生成物を放出
する排気装置と飛しょう安定翼から成る赤外線発光装置において、該排気装置の排気口の
開口角が５０°以上で且つ空気取り入れ孔を有し 部材を排気口
の後部に備えたものである。
　第２の発明は、赤外線誘導による飛しょう体から航空機を防御する点火装置と発光剤と
該発光剤を燃焼させるためのケースと燃焼によって生じた赤外線放射生成物を放出する排
気装置と飛しょう安定翼から成る赤外線発光装置において、該排気装置の排気口の開口角
が５０°以上で且つ排気口後部にプルーム形状制御用の整流器を備えたものである。
　第３の発明は、赤外線誘導による飛しょう体から航空機を防御する点火装置と発光剤と
該発光剤を燃焼させるためのケースと燃焼によって生じた赤外線放射生成物を放出する排
気装置と飛しょう安定翼から成る赤外線発光装置において、該排気装置の排気口の開口角
が５０°以上で且つ空気取り入れ孔を有し 部材を排気口の後部
に備え、さらにその後部にプルーム形状制御用の整流器を備えたものである。
【０００９】
【発明の実施の形態】
以下、本発明について具体的に説明する。高赤外線放射機能を有する発光装置は、赤外線
誘導による飛しょう体から航空機を防御するための点火装置と発光剤と該発光剤を燃焼さ
せるためのケースと燃焼によって生じた赤外線放射生成物を放出する排気装置と飛しょう
安定翼から構成されており、該排気装置の排気口の開口角が５０°以上で且つ空気取り入
れ孔を有した部材又はプルーム形状制御用の整流器を備えている。また、高赤外線放射機
能を有する発光装置は、赤外線誘導による飛しょう体から航空機を防御するための点火装
置と発光剤と該発光剤を燃焼させるためのケースと燃焼によって生じた赤外線放射生成物
を放出する排気装置と飛しょう安定翼から構成されており、該排気装置の排気口の開口角
が５０°以上で且つ空気取り入れ孔を有した部材とプルーム形状制御用の整流器を備えて
いる。
【００１０】
前記空気取り入れ孔は、排気装置の周側面部に備えている。この空気取り入れ孔を設ける
部材の材質としては、発光剤の燃焼温度に耐えうることが出来る金属又はグラファイトが
使用される。空気取り入れ孔の形状は、断面円形、断面四角形のほか、細長いスリット状
のものでもよいが、製造性の点では単純な円孔が好ましい。設ける孔の数としては、数個
～数十個、好ましくは周対象位置に４～８個設けられる。前記プルーム形状制御用の整流
器は、排気装置の赤外線放射生成物放出方向後部に設けられ、プルームの形状を制御する
ためのものである。プルーム形状制御用の整流器の形状としては、円錐、円柱、三角錐、
四角錐、多角推のほか、球、半球でもよいが、製造性及び赤外線放射生成物を円周方向に
均一に拡散させることから円錐形のものが好ましい。これらの整流器は排気装置の最後部
において、支持部材に支持されて設けられる。プルーム形状制御用の整流器のプルームを
制御する面の角度は、赤外線放射生成物の放出方向の軸を０°とした時、９０°以下であ
ればよいが、好ましくは１５°～５０°が良い。プルーム形状制御用の整流器の材質とし
ては、発光剤の燃焼温度に耐えうることが出来る金属又はグラファイトが使用される。
以上のような実施形態により発揮される効果について以下に記載する。
【００１１】
実施形態の排気装置の排気口の開口角が５０°以上で且つ空気取り入れ孔を有した部材を
備えた高赤外線放射機能を有する発光装置によれば、排気装置に空気取り入れ孔を設けた
ことで、発光剤が燃焼して赤外線放射生成物が大気に放出される前に排気装置内で空気取
り入れ孔より空気（空気中の酸素）を取り入れることにより、赤外線放射生成物が大気に
放出された時に発生する２次燃焼の効果が更に高まり、発生するプルーム面積が増大され
、赤外線放射量も大きくなることで欺瞞効果をさらに発揮することができる。空気取り入
れ孔は、発光剤組成の酸素バランスが負であるほどその効果が更に発揮される。
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【００１２】
実施形態の排気装置の排気口の開口角が５０°以上で且つプルーム制御用の整流器を備え
た高赤外線放射機能を有する発光装置によれば、排気装置から放出された赤外線放射生成
物がプルーム制御用の整流器の面に当たることにより、赤外線放射生成物は円周方向に拡
散されプルーム形状としては円周方向が増大された形状となる。更に制御装置の面の角度
を調整することにより、プルームの形状を任意に変化させることができる。また、排気装
置の排出方向０°から見たプルームの断面積と真横から見た方向９０°のプルームの断面
積を同等にすることにより、放射される赤外線の量も同等となり、航空機のプルームと同
様の赤外線放射強度特性を得ることができ、欺瞞効果をさら発揮することができる。
【００１３】
下記実施例では従来の赤外線発光装置（図１０に示すもの）において、排気装置を各実施
例に示す構造のもので置き換えて使用した。また、各実施例で使用したダブルベース組成
の発光剤は下記に示すものである。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００１４】
【実施例１】
ダブルベース組成の発光剤を収納ケース内で約６ＭＰａの圧力で燃焼させ、排気装置の排
気口の開口角が１８０°で、かつ空気取り入れ孔を有した部材を用いて赤外線放射生成物
を放射させたところ、従来排気装置の開口角１８０°に比較し、排気装置の排出方向から
見たプルームの径は約１．１倍に増大した。また、その時の赤外線放射強度を赤外線スペ
クトルメータで測定した結果、従来排気装置の開口角１８０°に比較し約１．２倍の赤外
線放射強度を得た。
【００１５】
前記排気装置の横方向断面形状を図１に、後方向形状を図２に示す。また、得られたプル
ームの可視画像を図３に示す。図１、２中、１は排気装置本体、２は排気口、３は空気取
り入れ孔、６は３を備えた部材を示す。
【００１６】
【実施例２】
ダブルベース組成の発光剤を収納ケース内で約６ＭＰａの圧力で燃焼させ、排気装置の排
気口の開口角が１８０°で、かつプルーム形状制御用の整流器の制御面角度２２．５°の
プルーム形状制御用の整流器を備えた排気装置を用いて赤外線放射生成物を放射させたと
ころ、従来排気装置の開口角１８０°に比較し、排気装置の排出方向から見たプルームの
径は約１．４倍に増大した。また、その時の赤外線放射強度を赤外線スペクトルメータで
測定した結果、従来排気装置に比較し約１．７倍の赤外線放射強度を得た。
【００１７】
前記排気装置の横方向部分断面形状を図４に、後方向形状を図５に示す。また、得られた
プルームの可視画像を図６に示す。図４、５中、５は整流器、４は整流器５を支える支柱
を示す。なお、図４は左側の排気装置本体１部分のみ断面で示し、整流器部分は側面図で
ある。支柱４は円盤の４ケ所に等間隔に断面矩形の支柱を備えた構造であり、この支柱内
に中実の円錐形整流器５が支持されている。
【００１８】
【実施例３】
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ダブルベース組成の発光剤を収納ケース内で約６ＭＰａの圧力で燃焼させ、排気装置の排
気口の開口角が１８０°で、かつ空気取り入れ孔を有した部材（実施例１に記載のも）と
プルーム形状制御用の整流器の制御面角度２２．５°のプルーム形状制御用の整流器（実
施例２に記載のもの）を組み合わせた排気装置を用いて赤外線放射生成物を放射させた時
、従来排気装置の開口角１８０°に比較し、排気装置の排出方向から見たプルームの径は
約１．５倍に増大した。また、その時の赤外線放射強度を赤外線スペクトルメータで測定
した結果、従来排気装置の開口角１８０°に比較し約１．８倍の赤外線放射強度を得た。
【００１９】
前記排気装置の横方向部分断面形状を図７に、後方向形状を図８に示す。また、得られた
プルームの可視画像を図９に示す。なお、図７は左側の排気装置本体と空気取り入れ孔を
有した部材部分のみ断面で示し、整流器部分は側面図である。
【００２０】
【発明の効果】
本発明は、排気装置から放出される赤外線放射生成物の２次燃焼効果を高め、放出された
赤外線放射生成物のプルーム温度を高くすることができるので、放射される赤外線の量を
増大させることができる。また、赤外線放射生成物が放出された時に形成するプルームの
径が大きくなり、高赤外線を放射することができ、航空機のプルームにより近似した形状
とすることができるので、航空機赤外線誘導体への欺瞞効果が高まる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の排気装置に空気取り入れ孔を有した部材の横方向から見たときの断面構
造を示す図である。排気装置本体１、排気口２の後方に空気取り入れ孔３を有した部材６
を備えている。
【図２】本発明の排気装置に空気取り入れ孔を有した部材の後方から見たときの構造を示
す図である。
【図３】実施例１で得たプルームの可視画像である。
【図４】本発明の排気装置にプルーム形状制御用の整流器を備えたものの横方向から見た
ときの部分断面構造を示す図である。排気装置本体１、排気口２の後方に整流器を支える
支柱４を経て整流器５を備えている。
【図５】本発明の排気装置にプルーム形状制御用の整流器を組み合わせたものの後方から
見たときの構造を示す図である。
【図６】実施例２で得たプルームの可視画像である。
【図７】本発明の排気装置に空気取り入れ孔を有した部材とプルーム形状制御用の整流器
を組み合わせたものの横方向から見たときの部分断面構造を示す図である。
【図８】本発明の排気装置に空気取り入れ孔を有した部材とプルーム制御装置を組み合わ
せたものの後方から見たときの構造を示す図である。
【図９】実施例３で得たプルームの可視画像である。
【図１０】従来赤外線発光装置の構造である。従来排気装置１、火炎放出口２、収納ケー
ス６、燃焼剤７、点火装置８、安定翼９から構成されている。１０は火炎放出口の開口角
である。
【図１１】従来排気装置（開口角度１８０°）のプルーム可視画像である。
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【 図 １ 】

【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】

【 図 ５ 】

【 図 ６ 】

【 図 ７ 】

【 図 ８ 】

【 図 ９ 】
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【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】
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